第２８回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２４年８月２３日（木）１４時３０分から１７時３０分
場　所：府庁別館８階　共用会議室
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、武田宗久氏）

　　　　清水涼子監査委員
会計管理者、会計局長ほか、新公会計制度グループ員６名、
財産活用課ほか３名
◎アドバイザーの主な意見
【平成２３年度大阪府財務諸表について】

· 貸借対照表における純資産の内訳については、純資産変動計算書に詳細な内容が盛り込まれているため、有用な情報の表示だけで良い。
· 注記に記載する重要な後発事象や偶発債務などについては、次の事項に留意した上で、各会計合算、会計別、部局別及び事業別のどの財務諸表で注記を表示するかについても、再度検討して明確にしていただきたい。
・記載する各項目で金額にばらつきが見受けられるなど整合性がないので、一定額以上のものを表示するなどの基準を設けること。

・事業別に表示する詳細な内容を基にして、部局別、会計別及び各会計合算と上位レベルの順で、主な内容を表示すること。

· 固定資産附属明細表については、有形・無形固定資産だけで、投資を含めなくてもよい。また、減価償却費や減損損失額を分かりやすくするなど、有用な情報が明確に表示されるよう検討いただきたい。

· 貸付金明細表及び引当金明細表について、出資法人等の関係団体の経営状況が明らかになることを理由に、団体名称を出さない、引当金を計上しないということは認められない。
· 事業別の財務諸表の作成に当たり、ページ数の問題から勘定科目を省略することは理解するが、第三者から見て内容が理解できない、分析ができないなど問題が生じないようにしていただきたい。
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